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第１章  計画策定の背景と目的 

 

 

  平成７年１月に発生した阪神・淡路大震災の教訓を踏まえ、同年１０月に｢建築物の

耐震改修の促進に関する法律｣(以下｢耐震改修促進法｣という。)が制定されました。し

かし近年、大規模地震が頻発し、どこで地震が発生してもおかしくない状況にあります。 

 これを受けて、平成１７年１１月に｢耐震改修促進法｣の改正が施行され、国及び地方

公共団体による計画的な耐震化の推進や建築物に対する指導等の強化が義務付けられ

ました。 

  えりも町耐震改修促進計画(以下｢本計画｣という。)は、地震による建築物の倒壊被害

から町民の生命及び財産に対する被害を未然に防止するため、町内に存在する住宅、特

定建築物並びに公共建築物にうち、現状の耐震化状況の把握や、耐震化の目標設定、耐

震化を進めるにあたっての施策等についてとりまとめるものです。 

また、耐震化を進めるにあたっては、町民に住宅・建築物の耐震化促進のための啓発

を行なうことにより、住宅・建築物の耐震化への意識の向上を図ることを目的とします。 

 

 

本計画は「耐震改修促進法」第５条７項の規定に基づき定めるものとします。 

本計画の策定にあたっては、上位計画として｢建築物の耐震改修及び耐震改修の促進

を図るための基本方針｣や｢北海道耐震改修促進計画｣、関連計画として｢えりも町地域防

災計画｣等と整合を図るものとします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１．計画策定の背景と目的 

２．計画の位置づけ 

耐震改修促進法 

建築物の耐震診断及び耐震改修の 

促進を図るための基本方針 

【 国 】 

【 北海道 】 

北海道耐震改修促進計画 

【 えりも町 】 

えりも町耐震改修促進計画 

えりも町地域防災計画等 

連携 
連携 
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  計画期間は、「北海道耐震改修促進計画」との整合を図るために、平成２１年度から

平成２７年度までの７年間とします。 

 なお、社会経済状況や関連計画の改訂等に対応するため、必要に応じて本計画内容を適

宜見直すこととします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３．計画期間 



 3

第２章  えりも町の概況 

 

１．位置および面積 

 

 えりも町は、北海道の中央部最南端に位

置し、南は太平洋に面し北には日高山脈の

山々が連なり、西には様似町、東には十勝

支庁広尾町に接しています。 

地形は、日高山脈が太平洋に没入する襟

裳岬を頂点とする逆三角形で、海岸線は

58.145kmもの長きにわたり、その多く

は岩礁帯を形成しています。総面積２８３．

８７ｋ㎡のうち８３．５％が森林です。 

 

 

２．人口 

 

えりも町における人口及び世帯数については、下記の通り推移しています。 

 

 昭和50年 昭和55年 昭和60年 平成2年 平成7年 平成12年 平成17年 

人口 7,777 7,520 7,456 7,034 6,811 6,248 5,796 

世帯数 2,070 2,133 2,164 2,112 2,146 2,161 2,101

(各年国勢調査) 
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第３章  えりも町で想定される地震による被害状況 

 

１．想定される地震と規模 

 本計画においては、「北海道地域防災計画」（北海道）及び「中央防災会議」（内閣府）、「活

断層研究会」（文部科学省）の調査により公表された資料を基に、「１．海溝型の地震」、「２．

内陸の活断層にて発生する地震」、これに加え、「３．全国どこでも起こりうる直下の地震」

（内閣府）の３つの地震を想定することとします。 

 

（１）海溝型の地震 

 「道地域防災計画」では、北海道において被害を及ぼすと考えられる地震として、既往

の地震経験及び地震研究などから、６つの地震を想定しています。また、「中央防災会議」

では、日本海溝・千島海溝周辺で大規模地震の発生が予測されている地震動に係る地震と

して、６つの地震を想定しています。 

 このようなことから、「道地域防災計画」で想定した６つの地震と、「日本海溝・千島海

溝周辺海溝型地震」のうち、道内で地震動による建築物への影響を及ぼす２つの計８つの

地震の中から、当町において最も被害が大きいと考えられる「十勝沖・釧路沖地震」（マグ

ニチュード８．２）を想定地震とします。 

留萌沖地震

後志沖地震

石狩地震 

日高中部地震

北海道東部地震

釧路北部地震

根室沖・釧路沖の地震

十勝沖・釧路沖の地震 

北海道地域防災計画による想定震源

中央防災会議･専門調査会による 

想定震源域 

凡  例

 

 

道地域防災計画、中央防災会議の想定地震の規模 

 

十勝沖・釧路沖地震による各地区の予想震度 

地区名 
近浦 

地区 

笛舞 

地区 

大和 

地区 

本町 

地区 

新浜 

地区 

歌別 

地区 

東洋 

地区 

えりも

岬地区 

庶野 

地区 

目黒 

地区 

予想震度 6.18 6.17 6.19 6.19 6.28 6.28 6.17 6.44 6.44 6.35

 

 

 

 

 

 

地震名称 位置（旧測地系） 規模 

石狩地震 北緯 43.25 度 東緯 141.25 度 M6.75 

北海道東部地震 北緯 42.5 度  東緯 146 度 M8.25

釧路北部地震 北緯 43.5 度  東緯 144.5 度 M6.5

日高中部地震 北緯 42.25 度 東緯 142.5 度 M7.25 

留萌沖地震 北緯 44 度    東緯 141 度 M7.0

後志沖地震 北緯 43 度    東緯 139 度 M7.75

十勝沖・釧路沖の地震 図による M8.2 

根室沖・釧路沖の地震 図による M8.3 
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（２）内陸の活断層にて発生が予測される地震 

 「活断層研究会」の調査により内陸の活断層地震では、道内の主要な活断層として 8 つ

の断層帯が想定されています。その中から、当町において最も被害が大きいと予測される

「十勝平野断層帯主部を想定地震」とします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

地震調査研究本部の活断層分布図 

 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   十勝平野断層帯主部地震による 

各地区の予想震度 

地震調査研究本部の想定地震の規模 

 

 

 

 

断層の名称 断層モデル 規模 

標津断層帯 標津断層帯 M7.7 

十勝平野断層帯主部 M8.0 

十勝平野断層帯 

光地園断層 M7.2 

富良野断層帯西部 M7.2 

富良野断層帯 

富良野断層帯東部 M7.2 

増毛山地東縁断層帯 M7.8 

増毛山地東縁断層帯 

沼田－砂川付近の断層帯 M7.5 

当別断層帯 当別断層帯 M7.0 

石狩低地東縁断層帯主部 M8.0 

石狩低地東縁断層帯 

石狩低地東縁断層帯南部 M7.1 

黒松内低地断層帯 黒松内低地断層帯 M7.3 

函館平野西縁断層帯 函館平野西縁断層帯 M7.3 

地区名 予想震度

近浦地区 5.29

笛舞地区 5.23

大和地区 5.22

本町地区 5.20

新浜地区 5.25

歌別地区 5.25

東洋地区 5.02

えりも岬地区 5.35

庶野地区 5.37

目黒地区 5.57

増毛山地東縁断層帯 

石狩低地東縁断層帯主部

当別断層 

石狩低地東縁断層帯南部

標津断層帯 

富良野断層帯西部 

十勝平野断層帯主部 

光地園断層 

富良野断層帯東部 

沼田－砂川付近の断層帯

黒松内低地断層帯 

函館平野西縁断層帯 えりも町 
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（３）全国どこでも起こりうる直下型地震 

 北海道では、他の地方と比べて明治より前の地震の資料が極めて少ないため、他の地方

ほど詳しく地震活動の特徴を把握できていないことから、道内どの地域においても大規模

な地震が発生する可能性があることに、特に留意する必要があるとしています。 

 えりも町においても、全国どこでも起こりうる直下型の地震の規模を、「中央防災会議」

で設定したマグニチュード６．９による地震として想定します。 

 

全国どこでも起こりうる直下型の地震による各地区の予想震度 

地区名 
近浦 

地区 

笛舞 

地区 

大和 

地区 

本町 

地区 

新浜 

地区 

歌別 

地区 

東洋 

地区 

えりも

岬地区 

庶野 

地区 

目黒 

地区 

予想震度 6.13 6.09 6.08 6.08 6.17 6.17 6.01 6.28 6.28 6.25

 

２．建築物の被害予測 

 建築物の被害予測については、字界を基本単位とし、前項にて算出した震度に応じた建

築物の全壊率及び全半壊率を算出します。なお、この被害予測については地震のゆれによ

る被害を予測したものであり、津波や火災、液状化などに起因する被害は含まないものと

します。 

 算出結果については、下表の通りです。 

 

建築物被害 

木造 非木造 総計 

 

 

 全壊率 全半壊率 全壊率 全半壊率 全壊率 全半壊率 

十勝沖・釧路沖地震 28.8% 34.0% 6.7% 13.6% 25.4% 30.9%

十勝平野断層帯主部 0.04% 1.3% 0.03% 0.5% 0.03% 1.2%

直下型地震 18.8% 34.2% 4.2% 10.7% 16.6% 30.6% 

 

十勝沖・釧路沖地震における各地区の建築物被害 

木造 非木造 総計 

 

 

 全壊率 全半壊率 全壊率 全半壊率 全壊率 全半壊率 

近浦地区 23.9％ 41.7％ 2.0％ 8.0％ 22.6％ 39.8％

笛舞地区 20.9％ 38.7％ 5.2％ 13.0％ 18.9％ 35.6％

大和地区 16.9％ 33.0％ 4.6％ 12.0％ 13.7％ 27.2％ 

本町地区 16.9％ 33.0％ 3.1％ 8.6％ 13.9％ 27.8％

新浜地区 25.1％ 34.5％ 5.1％ 11.6％ 22.7％ 31.8％

歌別地区 30.6％ 36.0％ 7.8％ 16.0％ 27.6％ 33.4％ 

東洋地区 20.2％ 38.0％ 3.6％ 10.0％ 16.9％ 32.4％ 

えりも岬地区 44.0％ 32.6％ 12.4％ 19.5％ 38.1％ 30.1％

庶野地区 45.5％ 30.4％ 13.2％ 20.4％ 41.8％ 29.3％

目黒地区 44.0％ 36.2％ 9.0％ 17.6％ 38.9％ 33.5％ 
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第４章  建築物の耐震化の目標 

 

１．住宅の現状と目標 

（１）住宅の耐震化の現状 

平成２０年度の固定資産家屋データに基づく、町内に存在する戸建て住宅の棟数は２，

２８３棟であり、そのうち１，３８７棟（６０．８％）の住宅が、昭和５６年に改正され

た「建築基準法」に基づく、新耐震基準に適合する耐震性を有すると推測されます。 
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（２）住宅の耐震化の目標 

 国土交通省の方針で、「平成２７年度までに住宅の耐震化率を９０％とする。」としてい

るため、えりも町においても住宅の耐震化を計画的に進め、平成２７年度までに耐震化率

９０％を目標とします。 
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２．建築物の耐震化の現状と目標 
（１）特定建築物の耐震化の現状と目標 

えりも町における「耐震改修促進法」第6条第1号に該当する特定建築物（※参考A）

は表１のとおりであり、特定建築物総数1０棟の内、耐震性が確認されていない公共建築物

が 4 棟あり、一部防災上重要な収容施設となっていることから、この特定建築物について

は早急な耐震化を進めるよう努め平成27年度まで耐震化率１００％を目標とします。 

 

表 1 「耐震改修法」第6条第1号に該当する特定建築物  ※防災上重要な収容施設と重複 

S56年以前建設 「耐震改修法」第6条

第 1 号に該当する特

定建築物 

総数 

（棟）

S57年

以降建設 総数 耐震診断 耐震改修
耐震化率 

学校施設 ６ ４ 2 ２ － ６７% 

集会場 1 0 1 － － 0% 

体育館 1 0 1 － － 0% 
公共

庁舎 1 1 0 － － 100% 

民間 事務所・店舗 1 1 0 － － 100% 

計  １０ ６ 4 ２ － ６０% 

※ 学校施設（屋体含む）    

※   印の施設はS57年以降に建設された耐震性を有していると想定される建築物 

（平成２０年度末現在） 
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※参考Ａ 「耐震改修促進法」第6条第1号に規定する建築物 
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（２）公共施設の現状と目標 

災害時に、町有建築物、特に学校や生活館などは防災上重要な収容施設等として活用さ

れ、役場庁舎では、被害情報収集や災害対策の検討が行われるなど、地震後応急活動の拠

点として活用されます。しかし、防災上重要な収容施設（特定建築物を除く）20施設の内、

14施設の耐震性が確認されておらず（表2）、耐震化率は30パーセントとなっています。 

平常時利用者の安全確保のほか、災害時の拠点施設としての機能確保の観点からも、耐

震診断など耐震化に向けた取り組みが今後必要な状況にあります。 

又、えりも町の社会福祉施設・病院施設・不特定多数が使用する公共建築物の耐震化の

現状は、防災上重要な収容施設・特定建築物を除き表 3 のとおりです。公共建築物の耐震

化が進んでいない集会場・体育館・保育所ついては、施設の規模・用途を勘案しながら、

計画的に耐震化が進むよう努めるものとします。 
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 13

第5章 建築物の耐震化の取り組み方針 

 

１．住宅・建築物の耐震化促進に向けた施策方針 

えりも町は、建築物に起因する地震災害から町民の生命や財産を守るため、住宅・建築

物の耐震化の目標達成に向けた施策を推進します。又、道・建築関係団体等・建築物の所

有者との適切な役割分担により、耐震性を有していない建築物の耐震化を促進するととも

に、建築物・住宅の耐震化の様々な課題を解決するため、次の施策を総合的に取り組みま

す。 

 

   

    ■ 相談窓口の創設 

    ■ 耐震診断・改修促進のための所有者等への支援の検討 

    ■ 地震時に通行を確保すべき道路の指定 

    ■ 公共建築物の耐震化の促進 

 

 

■ 地震防災マップの作成・公表 

■ 住宅・建築物の地震防災対策普及ツールの作成・配布 

 

    

■ ブロック塀等の転等防止対策 

■ 家具の転等防止対策等 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

住宅・建築物の耐震化促進のための環境整備

地震防災や耐震化促進に関する普及啓発 

地震時の建築物等の総合的な安全対策 
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2． 住宅・建築物の耐震化促進に向けた各事業主体の役割 

（１）所有者の役割 

   住宅・建築物の所有者自らの問題、地域の問題といった意識を持って、主体的

に住宅・建築物の地震に対する安全性を確保するとともに、その向上に努めるも

のとします。 

（２）建築関連事業者の役割 

建築関連事業者の役割としては、その業務が耐震性など人命に関わる重要な要

素について責任を負っていることを再認識し、地域社会との信頼関係の一層の構

築を図り、良質な住宅・建築ストックの形成に努めるものとします。 

（３）町の役割 

   町民の安全確保を重大な責務とし、自ら管理する住宅・建築物については、積

極的な耐震化に努めるとともに、相談体制の整備や適切な情報提供を行い、住宅・

建築物の安全性の向上に努めるものとします。 
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第6章 住宅・建築物の耐震化促進に向けた施策 

 

 １．住宅・建築物の耐震化促進のための環境整備 

（１）相談窓口の設置 

 耐震診断・改修等に係る相談体制 

えりも町は北海道や（財）北海道建築指導センターと連携を図り、速やかに相

談できるよう庁舎内に相談窓口を設置します。  

     住宅・建築物の耐震化に関する相談窓口 

            設置場所：建設水道課 建築管財係 

     相談員の資質向上を図るため、北海道が行なう関係団体と連携した研修会への

参加などにより、相談員の資質の向上に努めます。 

（２）耐震診断・改修促進のための所有者等への支援 

    被害が想定される建築物・住宅については、民間が所有する木造住宅が大半であ

り、その耐震化については、原則として所有者が実施しなければなりませんが、所

有者の意識が高まっていないことや費用の大きな負担から、耐震化が進まないこと

が予想されます。 

    このため、町は、耐震診断・耐震改修を促進するために必要な支援を検討します。 

（３）地震時に通行を確保すべき道路の指定 

「北海道耐震改修促進計画」により、地震時に通行を確保すべき道路として国道

３36号線・道道襟裳公園線・焼別折別線及び山の上裏通り線・住吉左通り腺・1号

線臨港道路が指定されています。（図1・図2参照）。 

 図１ えりも町地震時通行を確保すべき道路  
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図2 えりも町地震時通行を確保すべき道路（本町市街） 

 

 えりも町は、指定道路沿道において、耐震改修法第6条3号建築物に該当する建築物は

ありませんが、指定道路の趣旨を踏まえ、敷地が指定道路に接する建築物について耐震化

に向けた取り組みの推進を行ないます。 

【3号特定建築物の要件】 
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（４）公共建築物の耐震化の促進 

【学校施設等】 

  学校施設等における耐震化取組方針に基づき、耐震化に向けた取り組みの推進を積極

的に行ないます。耐震化に際しては、国の補助事業等を活用して耐震診断・耐震補強等

を実施し、耐震化が図られるよう努めるものとします。 

【その他の公共建築物】 

防災上重要な収容施設及び不特定多数の者が利用する公共建築物等は、優先度・財政

状況・事業量等を総合的に考慮し、事業の平準化を計り、無理のない実現可能な整備プ

ログラム及び事業計画を立案し、計画的に耐震化が計られるよう努めるものとします。 

 

 ２． 地震防災や耐震化促進に関する普及啓発 

（１）地震防災マップの作成・公表 

えりも町内において想定される地震による危険度マップを作成し、町広報・及び

町ホームページにより公表します。 

（２）住宅・建築物の地震防災対策普及ツールの作成・配布 

危険度マップの公表と併せて、普及啓発を図るため、国や道が発行するパンフレ

ットを相談窓口に配置するほか、町内住宅関連イベントなどを通じて、町民・建築

物所有者に配布し、積極的な耐震化への意識の普及に努めます。 

 

 ３ 地震時の建築物等の総合的な安全対策 

これまでの大規模地震では、ブロック塀等の倒壊・住宅内の家具の転倒及び屋外広告物

の落下などによる被害が多く発生しています。このためえりも町は、北海道と協力して、

地震時の総合的な安全対策を進めます。 

 又、ブロック塀の基準・家具の固定方法等について、町広報・町ホームページ上に掲載

し、住民への普及啓発等に努めます。 
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